
Ⅰ はじめに 問題意識と目的

今日の日本では, 離婚件数の増加を主たる要因とし

て, ひとり親家庭1)が増加し, 家族形態の多様化が進

行している. 厚生労働省が概ね 5年に一度の間隔で実

施をしている ｢全国ひとり親世帯等調査｣ (厚生労働

省) の 2016 年度の結果によると, 父子家庭となった

理由のうち, 離婚によるものが 75.6％, 死別による

ものが 19.0％となっている. 母子家庭については,

それぞれ 79.5％, 8.0％となっている. また, ひとり

親の世帯数は同調査によると, 父子家庭の 18 万 7,000

世帯に対して, 母子家庭が 123 万 2,000 世帯と推計さ

れ, 母子世帯の数が圧倒的に多い状況であるが, 近年

の父子世帯数も 20 万世帯前後で推移している2).

しかし今後, 妻側が婚姻中から離婚後も継続して就

業することや, 子どもを引き取ることを希望する父親

の増加で父子世帯数の増大が推測されている (�山

2016). このように, 父子家庭数が現状においても漸

増し, 将来的にも増加が予測されるなかで, 父子家庭

に対する福祉施策も以前に比べると手厚い内容となっ

てきている. しかし, その内容は, 2010 年まで主と

して母子家庭に限定され支給されていた児童扶養手当

を父子家庭へも拡充するなど, 経済的支援に特化され

たものとなっており, 母子家庭への支援と, ほぼ同等

の内容となっている. しかし, 父子家庭への支援は,

母子家庭と同様の経済的支援のみでは不十分であり,
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現代におけるジェンダーの視点を取り入れた父子家庭

への支援枠組みの必要性が指摘されている (浅沼

2015a).

父子家庭の特徴として, 性別役割分業意識が先進諸

国の中で強固な日本社会において (松田 2007), 父親

は家計の支え手として就業を継続することに加え, 一

般的に, ひとり親となる前に希薄であった家事の主体

的な遂行と, 子どもを育むケアの与え手としての役割

を同時に期待されている点にある3). これまでの性別

役割分業論は, 主として夫婦で子育てを行う際に夫婦

間の役割配分の不均衡が議論されることが主流であっ

た. 周知のように, 夫婦間の性別役割分業とは, 戦後

から高度経済成長期までに確立された ｢サラリーマン―

主婦型｣ 家族モデルを基底とし, 夫は仕事, 妻は家事・

育児 (プラス家計への補助的労働) というモデルであ

る (山田 2004). 現在, このモデルは揺らぎが見え始

めているといわれているが (矢澤 2012), 実態として

は, 長時間労働を基底とする ｢男性稼ぎ手モデル｣ に

よる ｢サラリーマン―主婦型｣ 家族役割モデルを基本

的な家族形態としている (山田 2004；村田 2011).

ひとり親家庭のうち, 父子家庭となった父親にとっ

ては, それまで一般的に希薄であった家事・育児といっ

た家族ケアについて, 本人の性別役割分業意識の高／

低に関わらず, 双方の役割が半ば強制力を持って要請

されることになる. とりわけ子育てについては, 家計

維持者として就業継続と並行してなされることが一般

的であるうえ, 心身ともに変化する子どもへの対応は,

父親たちにとって多くの困難を抱えており, また, そ

の困難の内容も父親たちがおかれている雇用環境や,

家族ケアへの周囲の協力状況によって異なることが考

えられる.

このような父子家庭の父親の就業継続状況と, 家族

ケアを考察する前提として浅沼 (2018) は, 父親の職

業的安定度の高／低と, ケア負担度の高／低を基軸と

し, ｢ケア (家事・育児) への人的支援層｣ (第 1象限),

｢より困難な層への落層防止のための支援層｣ (第 2 象

限), ｢安定的就業の継続支援層｣ (第 3 象限), ｢ケア

(家事・育児) への人的支援および安定的就業 (継続)

支援層｣ (第 4 象限) という 4 つの象限に分け考察を

行っている (図 1).

このように, 象限化されたそれぞれの層によって同

じ父子家庭という環境でも, 生活の質や抱える困難の

質が異なる可能性が示唆されている. 本稿では, この

先行研究をふまえ父子家庭の父親への質的調査結果の

データを用いて, 父親の就業継続および家族ケアの実

態をふまえ, 父子家庭への効果的な社会的支援につい

て考察を行う.

そして, このことを把握するために, 父子家庭の父

親に対して, ひとり親となった背景や理由, 就業継続

と家族ケアの実態についてインタビュー調査行う. ひ

とり親となる前の自身の家族ケアへの参画状況や, 親

族等からの家族ケアへの協力状況について父親たちの

語りから効果的な社会的支援とは, どのような支援な

のかを明らかにし, 父親たちが抱える困難の質の違い

に応じた支援内容を考察することを目的とする.

Ⅱ 調査の内容と分析方法

本稿では, 父子家庭の父親への半構造化面接法によ

るインタビュー調査を実施した. 父子家庭への効果的

な社会的支援について把握するためには, 個々の当事

者が抱えている具体的な困難や自身の家族ケアへの参

画状況, 該当する父子家庭に関わりのある周囲の人々

の協力状況を把握するのに有効であると考えるからで

ある. 具体的にインタビューにおいては, 対象者の生

活状況を聴取するなかで細かなニュアンスや語りの文

脈へも配慮し聴取を行った.

調査対象者については, 調査時点で子育てを行って

いる父親をスノーボール・サンプリング法により募り,

9 名の父子家庭の父親に対して, ひとりにつき一回,
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図 1 父子家庭の父親の 4類型 (浅沼 (2018))



筆者が個別面接形式にてインタビューを行った. 実査

にあたっては, 中京学院大学短期大学部研究倫理委員

会の倫理審査において承認を得た後に実施をした (承

認番号：第 29010 号).

調査協力者へのインタビュー内容は以下の通りであ

る.

①ひとり親となった契機, ②子どもの性別および年

齢, ③調査協力者の仕事と家庭生活の両立状況, ④家

庭生活における家族・親族の協力状況, ⑤相談相手の

有無, 子育てに対する想い, ⑥社会的支援制度の利用

状況, ⑦今後の人生設計等.

インタビューの場所は, 調査協力者の自宅もしくは

職場において, プライバシーが担保された環境を設定

し実施した. 調査協力者ひとりに対するインタビュー

の所要時間は 50 分から 90 分である. 調査対象者の住

まいは全員, 中部地方である.

インタビュー内容は調査協力者の同意を得たうえで,

すべて ICレコーダーに録音し, 録音データは調査後,

逐語録におこした. インタビューの実施時期は 2017

年 9 月～2018 年 3 月である. 表 1 に調査協力者の基

本的属性の一覧を示す.

本調査での調査協力者の年齢は30代から40代であっ

た. ひとり親である期間は最も短い父親が 2年であり,

最も長い父親は 10 年以上である. 同居家族について

は両親や, 親族と同居している家庭が 9名中 3名で,

父親と子どものみで生活している家庭は 6名である.

仕事は現在, 国家資格の取得を目指し大学生活を送

りながらアルバイトをしている Aさん以外の父親は

何らかの職に就いている. また, 妻との離別理由は H

さんの妻との死別を除き, 他は生別であった.

最終学歴は ｢中学校卒業｣ が 9名中 4名であった.

他は, ｢高校卒業｣ が 4名, ｢専修学校｣ 卒業が 1名で

あり, 大学卒業以上の対象者が本調査では含まれなかっ

た4).

年収については, 現在, 学生である Aさんは, ア

ルバイトによる収入が ｢50 万円～100 万円未満｣ との

回答をしており本調査においてもっとも低い収入となっ

ている. 最も高い収入を得ている父親は Bさんの ｢5

00 万円～600 万円未満｣ であった.

本調査で提示されたデータを算出したプロセスを簡

潔に述べておきたい. 調査後に得られた音声データを

逐語録化し, コーディングを行った後に数値化をした.

テキスト分析のためのソフトウェアは KHcoder

(Version3.Alpha.09h) を用いた. そして, 各対象者

における出現語の Jaccard類似性測度を計測した.

Ⅲ 結果

上記の方法で分析を行った結果, 表 2 に示す

Jaccard類似性測度が提示された. Jaccard類似性測

度とは, 0 を起点に, 該当する対象者にとって親和性

が高い言葉ほど 1に近い数値を示すものである. つま

り平たくいうならば, 数値が1に近いほど, インタビュー

の中で当該対象者が使用した頻度が高いということに

なる.

父子家庭の生活を考察する場合に, 父親の就業継続

状況と家族ケアの状況を軸に据えることは重要である

と考えられる. なぜならば, これらの状況の安定度の

高／低により, その生活状況, 父親のストレスや, 父

子家庭で育つ子どもの生活環境が大きく左右されると

考えるからである. そして, これらは浅沼 (2018) が

示した ｢父子家庭の父親の 4類型｣ に沿って解釈をす
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表 1 調査対象者リスト (インタビュー時)

対象者
本人の
年齢

ひとり親
である
期間

・同居家族
・子の性別
・年齢

職業
ひとり親
となった
経緯

最終学歴
年間の就労収入
(万円)

A 30 代前半 5年 子(男)11 歳, 子(女)9 歳 無職 (大学生) 生別 高校 50 万円～100 万円未満

B 40 代前半 2年 子(男)6 歳, 子(女)3 歳 自営業 生別 中学校 500 万円～600 万円未満

C 40 代前半 10 年以上 子(女)18 歳, 両親 会社員 生別 高校 400 万円～500 万円未満

D 30 代後半 7年 子(女)15 歳, 子(男)9 歳 自営業 生別 中学校 200 万円～250 万円未満

E 40 代前半 6年 子(女)16 歳, 子(女)14 歳, 子(女)13 歳 会社員 生別 中学校 350 万円～400 万円未満

F 30 代後半 4年 子(男)7 歳, 両親 自営業 生別 専修学校 350 万円～400 万円未満

G 40 代後半 6年 子(男)10 歳 会社員 生別 高校 400 万円～500 万円未満

H 40 代後半 7年 子(女)19 歳, 子(男)18 歳 会社員 死別 高校 300 万円～350 万円未満

I 30 代前半 3年 子(女)7 歳, 子(男)6 歳, 両親,兄 会社員 生別 中学校 350 万円～400 万円未満



ることが有効であると思われる. ｢父子家庭支援にお

いては, 経済的支援か家族ケアへの支援か, どちらか

一方への支援を行うことだけでは割り切れない複合的

な問題を抱えていることを明らかにすることができる

と考える｣ (浅沼 2018：4) ためである.

したがって本稿では, 表 2 に示した Jaccard類似

性測度をもとに, 主として父親たちの就業継続状況と,

家族ケアの安定度について, 浅沼 (2018) が提示した

図 1の各象限に理念型として調査対象者の割り振りを

行った. そして, それぞれの象限にみられる特徴的な

困難を描き出し, ｢Jaccard類似性測度に関わる代表

的な特徴語｣ と, その関連語, そして ｢子育てに関す

る現状｣ および ｢仕事の現状｣ と, 仕事を遂行するに

あたり重要と思われる自身の ｢親族の家事・育児への

協力状況｣ について, その語りによって得られた実態

の概要を, 表 3 ｢各象限に属する対象者の実態｣ に提

示した. なお, 表 3の作成にあたり, 表 2に挙がって

いる ｢感じ｣ や ｢思う｣ などの単語は分析に有意味で

はないため除外している.

それぞれの層における特徴を, 表 3に提示した順に

沿って以下でみていく.

まず, ｢生活安定層｣ に該当すると考えられる対象

者は A・C・F・Iさんと考えられる. この層におい

て特徴的なこととして, いずれの対象者も父親の親が

同居もしくは近居しており, 家族ケアに協力的あると

いう点である. そのことによって, 父親は就業継続に

安定的に従事でき, 家計を含め生活も安定している.

｢人的支援必要層｣ は E・G・Hさんが該当すると

考えられる. この層は, 就業継続は遂行できているも

のの, 親からの育児を中心とした家族ケアの協力が得

られていないケースがあり, Ｅさんにおいては, 仕事

と家事との両立で体調を崩すことが多いと語る.

｢生活困難層｣ は, Dさんが該当するものと考える.

Dさんは, 親からの家族ケア支援を得ることができ

ないことに加え, 自営で工場を営んでおり, 収入の増

減が激しく家計的にも困難を抱えていると語る. また,

ひとりで工場を切り盛りし, 長時間労働である. 子育

ても中学生と小学生のふたりの子どもを育てており,

他からの家族ケアの協力も得にくい状況におかれてい

る.

｢就業継続不安定層｣ は, Bさんが該当すると考え

られる. 本調査において最も収入が高い対象者である.

子どもは 6歳と 3歳で, 下の子どもは, まだ手がかか

る年齢である. 自営でお店を経営しているが従業員を

数名, 抱えており, 子育てに必要がある時には, 仕事

を従業員に任せ, 家族ケアにあてる時間を確保できて

いる. しかし, 家事・育児は Bさん自身が一手に担

い, 周囲からも協力が得られないことから, 仕事を継

続していくことに困難を感じており, 家族ケアへのサ

ポートを希望している語りがみられた.
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表 2 Jaccard類似性測度
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表 3 各象限に属する対象者の実態



Ⅳ 考察 調査結果から導かれる各象限
における効果的な支援

本節では, 調査結果をふまえて, それぞれの象限に

属する父親への効果的な支援について考察を行う.

Ⅳ-1 ｢生活安定層｣ への効果的な支援

｢生活安定層｣ に属する父親たちにとって最も重要

な社会資源は自身の (母) 親である. 母親が ｢代替的

妻｣ の役割を果たしていることで, 父親は就業継続に

集中して取り組むことができている. したがって, 現

時点では, ｢社会的支援｣ という形でサポートを受け

ることを希求する語りはみられることはなかった.

しかし, 当然のこととして父親の親は現時点でも高

齢である. 将来的には, 親の加齢にともなう介護等の

必要性が生じたとき, 就業継続もしくは家族ケアのど

ちらか, あるいは双方の対応が困難となり, ｢人的支

援必要層｣, ｢就業継続不安定層｣, ｢生活困難層｣ のい

ずれかに陥ることが考えられる. したがって, 父親が

子育てを中心として家族ケアを親のみに依存している

現状から, こうした親が老齢により家族ケアを担う役

割を遂行することが困難となる状態となったとき､ 父

親が夜間を含めた子育て支援を依頼できる社会的環境

を整備していくことが求められていると思われる.

Ⅳ-2 ｢人的支援必要層｣ への効果的な支援

つぎに ｢人的支援必要層｣ についてみていく. この

層に分類ができる父親たちは正規雇用で安定的な職に

着いているものの, 一様に長時間労働であった. そし

て, 生活安定層にみられるような親からのインフォー

マルな家族ケアへのサポートは得られていないか, も

しくは得られにくい状況にある. そのため, 家族ケア

との両立で心身のストレスが高い状態にある.

したがって, この層への効果的な社会的支援として

は, まず長時間労働の削減を柱とした, 労働環境の改

善であろう. 対象者たちは収入の確保を図るべく, 長

時間労働を行っているため, 生活費を保障することを

前提とし, かつ労働時間を短縮し, 家族ケアへの時間

を提供することが, この層に属する父親たちへの有効

な支援であると思われる.

Ⅳ-3 ｢生活困難層｣ への効果的な支援

｢生活困難層｣ への支援は, 最も社会的支援の必要

性がある層である. 本稿の対象者である Dさんは,

周囲に子育ての依頼ができるインフォーマルな社会資

源がなく, また, 父子家庭が利用できるフォーマルな

社会資源も利用していない. 収入も低い水準で推移し

ており, 今後, 子どもの成長に伴う教育費やその後の

経済的なやりくりについて不安を抱えていると語る.

こうした環境で就業継続と家族ケアを, ほぼ一手に担

い生活をすることは, Dさん自身に大きな負担となっ

ていることが考えられる. そして, こうした状況下で

は虐待をはじめとする, 子どもにとって大きな不利益

が生起する可能性も考えられる. したがって, 現状へ

の最低限の支援として父親が就業継続もしくは家族ケ

アのどちらかにウエイトをおき生活が成り立つ社会環

境の整備が求められる.

Ⅳ-4 ｢就業継続不安定層｣ への効果的な支援

｢就業継続不安定層｣ は, 家計を維持するための収

入を得るために安定的な就業継続機会を確保すること

が必要な層である. 本稿の対象者である Bさんは,

本調査においては, 最も就労収入が高い. しかし, 離

婚後に子どもを引き取り, 家族ケアを引き受けるなか

で婚姻期間中より自らが経営している会社での仕事内

容を大きく変更せざるをえず, 婚姻期間中よりも就労

収入が大きく減少している. そして, 自身の両親も加

齢により身体機能に衰えが出てきており, 今後, 更な

る加齢が進行すると Bさんには家族ケアの部分だけ

でも, 子どものケアに加え, 両親の介護も加わるダブ

ルケアが発生することも考えられる. したがって, こ

の層が安定的に就業を継続していくためには, 常時,

父親が利用できる子どものケアを担う機関や支援者の

創設と, そのことによる経済的負担の軽減を目的とし

た財政の整備が求められているといえる.

Ⅳ-5 象限間の移行 (落層) に伴う困難

現代の日本では, 欧米諸国のように元夫婦同士の子

どもの共同親権の保有が認められていない. そして,

夫婦双方が親権を主張した場合に, 妻側へ親権がいく

ことが一般的となっている. 厚生労働省 (2009) によ

ると, 親が乳幼児期から学齢期の子どもを養育してい

ると予測される 25～39 歳の年齢階級でみた場合に,

離婚時に夫が全児の親権を持つケースは全体の約 15

％前後であり, 圧倒的多数の親権が妻側にわたってい

る (厚生労働省 2009：24). こうした状況において夫

側が親権を主張した場合には, 妻側が親権を保有する
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ために正当と認められないような重大な瑕疵が前提と

ならなければ夫が親権を獲得することは難しい状況に

ある.

逆にいうならば, 父親にとって夫婦関係の破綻とい

う心身ともに大きなダメージを受け, 離婚となり, そ

の後, 就業継続とともに周囲からの協力を得ることが

できない状態で家族ケア役割を担うという環境におか

れることは, 父親自身にとって多大なストレスと葛藤

を併存しながらの生活となる.

本稿の調査協力者は, いずれもフォーマルな社会資

源を積極的に利用している人が少なかった. 例えば,

ひとり親家庭に支給される児童扶養手当を受給してい

ると答えたのは A・D・E・F・Hさんの 5名であり,

他の父親たちはそういった制度を受ける際の煩雑さな

どを理由に受給していない. 受給している父親たちを

含めて彼らがサポートを受けるとすれば, それは自身

の両親や元妻の母親といったインフォーマルな社会資

源であり, 社会制度に自らの生活の支援を期待する語

りは多くを占めなかった.

こうした意味においては自身の親族, とりわけ親の

老齢による家族ケアへの参画が不可能となることなど

をふまえ, 父子家庭の支援を考える際の前提として,

現在の父親たちがおかれている状態のみで支援策を提

示するのではなく, より困難な状態への落層を考慮し,

そのセーフティネットを社会的に用意することが父子

家庭への支援策としては重要な意味合いを持っている

といえる.

ところで池橋 (2018) は, 父子家庭の父親自身が同

じ境遇にある父親たちとの連帯を好まない傾向あるこ

とを指摘している. 池橋は, 父子家庭の父親に対する

支援において, ひとり親たちが, ある場所に集い, 悩

みや育児方法を話し合う場を設けることも支援に繋が

るとの一般的な言説に対して, 母子家庭の母親に対し

ては, そうした場を提供していくことは有効性が認め

られるのに対して, 父子家庭の父親へのそうした対応

は, 必ずしも有効とはいえないと述べている (池橋

2018：86).

また, 湯澤 (2016) は, 就労状況の安定性や経済状

況については, 母子家庭の母親と比べ, 父子家庭の父

親は余裕がある状況であるが, 父子家庭という家族形

態をとるためには, 一定の条件がクリアされて初めて

可能となる. その条件として, ①親族等によるインフォー

マルなサポートが父子家庭生活の維持に貢献している

こと, ②子どもが複数おり, そのいずれかが中学生以

上で父親が夜間勤務や土日出勤があっても暮らしが維

持できること. そして女の子が家事を担えることによっ

て生活を維持できているケースがあることから, 家族

的条件として, 子どもの年齢・性別・人数が父子家庭

を維持できる水準に達していること, ③父親の労働条

件と, それを規定する学歴・年齢等の父親自身の人的

条件の 3つを挙げている (湯澤 2016：30-31).

そして湯澤は, その社会的支援策として以下のよう

に述べる.

｢親 (子の祖父母) 頼み｣ の父子家庭生活を前

提としない社会システムの整備が望まれる. 親族

等によるインフォーマルなサポートを前提としな

くても, 父子家庭の父親が自分で子どもを育てて

いける社会システムを整備することは, 男性全体

のワーク・ライフ・バランスを保障する基盤にな

りうるであろう (湯澤 2016：31).

本稿においても, 父親の親族, とりわけ母親による

インフォーマルな家族ケアへのサポートが父子家庭を

維持するための一定の条件となっている家庭が多かっ

た. こうした条件が満たされない場合は, 子どもを児

童養護施設への委託や, 里親へ養育を依頼するケース

が多いものと思われる. したがって, 父子家庭への社

会的支援を考える際には, 母子家庭と同様に経済的支

援を念頭におき施策を実施するならば, 多くの父子家

庭にとって, 的を外した支援となる可能性が高い. 父

親の親族の協力を前提としない社会施策の策定が求め

られているといえるであろう.

Ⅴ 結論

以上の考察から, 父子家庭の父親の就業継続と家族

ケアをめぐる効果的な社会的支援に関して, 以下の 2

点を導くことができる.

①本調査において, 父子家庭の父親の就業継続につ

いて父親の両親 (特に母親) が家族ケア (特に育児)

を主体的に担うことにより可能となっているケースが

みられた. いわば母親が ｢代替的妻｣ の役割を担うこ

とにより, ひとり親となる以前の性別役割分業におけ

る ｢夫｣ としての役割を担うことが可能となっている.

しかし, 父親が (母) 親から受ける家族ケアへの依

存度が強いほど, 家族ケアのサポートを行う側の思考・

行動パターンに同調せざるを得ず, 相互に軋轢が生じ,
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それを回避しようとすれば家族ケアをも父親自身が一

手に担わざるを得なくなる. それは, 同時に従前の就

業継続, ひいては家計の維持を困難にし, 貧困へと陥

るリスクを内包している. 調査結果が示すように, 父

子家庭の多くは, 父親自身の母親が家族ケアについて

中心的に役割を担っている. しかし, 周囲に家族ケア

を頼める親族がおらず, 父親が一人で就業継続と家族

ケアを一手に担い, 生活を送っている家庭もみられた.

そうした状況では父親は主に家族ケアに困難を感じて

いることが多かった. なぜ, そのような困難を抱える

ことになるのだろうか.

それは, 父子家庭の父親自身が孤立しているからだ

といえる. 母子家庭と比べて父子家庭の数は圧倒的に

少ない. そのような状況下で父親たちは同じ父子家庭

同士で繋がりを持つ機会がほとんどない状況にあると

ともに, 父親たち自身が同じ境遇の父親たちとの連携

を好まない傾向があることに由来していると考えられ

る5). インタビューの中で父親たちは, できるだけ自

分の元で子育てを行っていくことを望んでいた. 施設

などへ子どもを委託することは子どもへの ｢裏切り｣

と語る父親もいた. しかし, 就業継続と家族ケアの両

立が困難となり, 結果として父子家庭という家族形態

が維持できなくなることは本末転倒である. 父親自身

で子育てができるような職場環境を政策的に構築して

いくことと併せて, 仮に自身が子育てを行うことが困

難となったとき, 社会的養護へ子育てを委託すること

への抵抗感を低減させていく社会意識の醸成が必要で

あると考える.

②家族ケアを中心的に担っている母親が今後, 加齢

等で介護が必要となったとき, 父親にはダブルケアの

負担がかかり, 就業継続も困難になる可能性が内包さ

れている. 現時点で人的支援必要層や就業継続不安定

層, 生活困難層にある父親への支援に加え, 生活安定

層にいる父親の生活基盤も脆弱性を帯びていることか

ら, 落層防止の施策が求められている.

本稿における検討から, 父子家庭が抱える問題群と

して, 母子家庭への経済的支援の充実化施策に対して,

それらの支援は父子家庭には不要との一般的に流布し

ている言説は否定された. 家族ケアと併せ就業継続の

不安定化にともなう父子家庭の経済的困窮は, 4 類型

いずれの父子家庭にも共通して起こりうるものである

ことが確認された. 経済的な困窮については, そこへ

至る経路の違いこそあれ, 父子家庭が維持できなくな

るという行きつく先は共通していると思われる.

しかし, もう一方の父親たちが担う役割である家族

ケアについては, それぞれの家庭で異なる現れ方をし

ていることが把握された. そして, それぞれの父親た

ちが家族ケアの遂行で具体的にどのような点において

困難を抱えているのかを明らかにすることができた.

しかし, 父親たちがこれらの抱える困難を具体的にど

のような方向で解決を望んでいるのかについては把握

できていないため, 今後の課題として検討してゆくこ

ととしたい.

(あさぬま ゆうじ：福祉社会開発研究科 社会福祉学

専攻博士課程 2016 年度入学, 中京学院大学短期大学

部保育科 専任講師)

注
1 ) ｢ひとり親家庭｣ についての明確な定義はないが, 一
般的に父親とその子どもで生活している家庭を父子家庭,
母親とその子どもで生活している家庭を母子家庭 (いず
れも祖父母等との同居を含む), 両者を総称してひとり
親家庭とされている (浅沼 2015b：152).
2 ) 2011 年度の同調査によると, 父子家庭の世帯数は 22
万 3,000 世帯である. ちなみに 2006 年度調査では 24 万
1,000 世帯, 2003 年度調査では 17 万 4,000 世帯となっ
ている. なお, 2011 年度調査までの名称は ｢全国母子
世帯等調査結果｣ であるが, 2016 年度調査より ｢全国
ひとり親世帯等調査｣ と名称が変更されている.
3 ) これらの困難については米国をはじめとする海外の父
子家庭研究でも同様の指摘がなされている (Baily 2007:
Hook et al. 2008: Esbensen 2014).
4 ) 対象者の年齢および学歴の偏りについては, 本稿の大
きな限界点となっている. まず, 年齢であるが, 対象者
を選定する際に ｢現在, 子育てを行っている父子家庭の
父親｣ というセグメントで調査協力者を募った経緯から,
20 代や 50 代以上の幅広い年代の父親を選定することが
できなかった. 現時点で 30 代や 40 代の父親の就業継続
および子育て観と, 20 代や 50 代, 60 代あるいは, それ
以上の年代のそれとは, 異なる問題が存在するかもしれ
ない. また学歴について, 日本では男性の高等教育機関
への進学率は, この 10 年間においては 50％前後で推移
しており (文部科学省 2018), 本稿の対象者は, 男性の
一般的な高等教育機関への進学率から見た場合に, 比較
的, 低学歴層に偏っているといえる. もっとも, 父子家
庭の父親となる者が平均的にどこまでの学歴を獲得して
いるのかについては, 量的調査手法を用いるなどの丁寧
な考察が必要となっていると思われる. 年代ごとの考察
を含め, これらの点は今後の課題としたい.
5 ) 母子家庭の母親が同じ境遇の母親たちと連携し, 社会
的支援を受けることに対して積極的なのに対し, 父親た
ちが, これらを好まない理由については父親たちに内面
化されているジェンダー規範など多角的な考察が必要で
あると思われる. 例えば春日 (1989) は, ｢男の面子｣
というキーワードを用いて考察を行っている. 弱い自分
を他者の目に晒したくはない, というような自尊心が父
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親たちに内面化されているがゆえに, 困難を抱えていて
も社会的なサポートを受けることを躊躇するという. こ
れらの詳細な考察は別稿にて行いたいと考える.
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